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北法75（3,4・447）753

一方通行道路を時速約16kmで後退した行為につき危険運転致死罪（自動車の

運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律 ２条 ８号）の成立が認め

られた事例1

神戸地裁令和 ５年10月27日第 ４刑事部判決

令和 ３年（わ）第1251号：危険運転致死（変更後の訴因 危険運転致死（予備的

訴因 過失運転致死））被告事件

公刊物未登載

LEX/DB25596485

Ⅰ　事案の概要

　「被告人は、令和 ３ 年 ４ 月22日午後 ０ 時40分頃、普通乗用自動車を運転し、

兵庫県尼崎市α×丁目×番×号付近道路を西方から東方に進行してきて、一旦

停止後、同道路が道路標識により自動車の通行につき東方向から西方向への通

行が禁止されている道路であったのに、そのことを認識しながら西方に向かっ

て後退により進行しようと考え、同道路を東方から西方に向けて重大な交通の

危険を生じさせる速度である時速約12.2kmから約17.7kmまでの間の速度で後

退により進行した上、その先にある横断歩道の設置された同市α×丁目×番×

号先の信号機により交通整理の行われていない交差点にそのまま進入し、その

1 本判決の評釈として、東條明徳「判批」法教524号（2024）110頁。
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とき同横断歩道上を南方から北方へ横断中のＢ（当時72歳）運転の駆動補助機

付自転車に気付かず、同車右側部に自車後部を衝突させて同人を同自転車もろ

とも路上に転倒させ、よって、同人に左頭頂骨から左側頭骨に至る骨折等の傷

害を負わせ、同日午後 ５ 時31分頃、同市β×丁目×番××号所在のＣ病院にお

いて、同人を前記傷害に基づく急性硬膜下血腫により死亡させた。」

Ⅱ　判旨

１　争点の整理

　「主位的公訴事実である危険運転致死に関し、被告人が、罪となるべき事実

記載の交差点に、同記載の速度で後退して進入したことにより、被告人運転車

両（以下『被告人車』という。）を被害者運転の自転車に衝突させ被害者を死

亡させたことは概ね争いがなく、証拠上も明らかである。この裁判で争点となっ

たのは、〔 １ 〕法令解釈の問題として後退が自動車運転処罰法 ２ 条 ８ 号の『進行』

に当たるか否か、〔 ２ 〕法令適用の問題として被告人車の速度が同条号にいう『重

大な交通の危険を生じさせる速度』に当たるか否か、〔 ３ 〕事実認定の問題と

して被告人に同条号所定の危険運転の故意があったか否かである（予備的公訴

事実である過失運転致死については争いがない）。」

２ 　争点〔 １〕

　「自動車運転処罰法 ２ 条は、生命・身体に対する危険性が類型的に高い運転

行為を危険運転行為として規定しており、『通行禁止道路（中略）を進行し、

かつ、重大な交通の危険を生じさせる速度で自動車を運転する行為』（同条 ８ 号）

は、そのうちの一類型である（同法律施行令 ２ 条により『通行禁止道路』には

一方通行道路が含まれる）。その処罰根拠は、通行禁止道路においては、他の

車両や歩行者などは、『こちらからは自動車が来ないはずである。』という前提

でその道路付近を通行することがありうるため、禁止に違反して予期せぬ方向

から自動車が接近してきた場合、これを回避するための措置をとることが困難

となり、生命・身体に対する危険性が高まるから、このような運転行為を厳し

く処罰する必要があるという点にあると解される。この趣旨は、禁止に違反し

て接近してきた自動車が前進であるか後退であるかに関わらず妥当することか

ら、同条号の定める『進行』から特に『後退』が除外されると解すべき合理性
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は見いだせない。

　弁護人は、道路交通法が『通行』『進行』『後退』を区別して規定しているか

ら『進行』には『後退』は含まれないとか、国語的な意味としても、一般人は

『後退』が『進行』に含まれるとは直ちに理解できないから、『後退』も『進行』

に含むとの解釈は明確性の原則に反するなどと主張する。しかし、道路交通法

の規定を見渡しても、『進行』が明らかに『後退』を除外する法的概念として

用いられているとは解されない。日常用語としての『進行』が『前進』の意味

で用いられることが多いのは確かであるとしても、それに限定されるわけでは

なく、方向を問わず『進んで行くこと』あるいは『目的地に向かって移動する

こと』を指す言葉としても用いられ、一般にもそのように理解されているとい

える。弁護人の主張は当たらない。

　以上の検討から『後退』は自動車運転処罰法 ２ 条 ８ 号の『進行』に当たると

解する。」

３ 　争点〔 ２〕

　「被告人車の進行速度は時速約12.2kmから約17.7kmまでの間（この裁判で

は、検察官及び弁護人はこれを『約16km』と呼んでいるので、以下も同じ意

味で『約16km』を用いることがある。）であり、このような速度は、自動車が

前進しているのであれば、格別事故を起こす危険を感じさせるものではない。

しかし、被告人車は、後退で、しかも一方通行道路を逆走する中でこの速度で

進行したのであるから、その速度の意味は前進の場合とは全く異なる。

　すなわち、後退の場合、進行方向（後方）の見通しは前進の場合とは比べも

のにならないほど悪く、左右のサイドミラーやバックミラーを用いたり後方を

振り返ったりする中で得られる限られた情報でしか後方を見ることができな

い。しかも、各ミラーを使ったり後方を振り返るなどの後方確認は、それらを

同時に行うことはできず、視線を移動させたり姿勢を変えるなどの必要がある

が、その間には、全く後方を見ることができない時間も生じ得る。さらに、本

件現場は住宅街の中の幅約5.9mほどの道路で、他の自動車が通行するほか、

自転車や歩行者も通行したり横断したりする可能性の高い道路であった。その

ような状況下で時速約16kmの速度で進行すれば、後方を通行する人や車両を

見落としたまま進行してしまう可能性がある。弁護人は被告人車にはバックモ

ニターが装備されていたから後方の安全確認は十分できたなどと主張するが、
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バックモニターはあくまでも補助的な装備で、それだけを見て後退することな

ど想定されていないし、現に被告人は事故を起こす少し前からバックモニター

を全く見ていなかったというのであるから、バックモニターにより安全が十分

確保されていたなどとはいえない。また、本件現場は西方から東方への一方通

行道路で、被告人車の後方にいる者にとっては、まさか東方から自動車がその

ような速度で進行してくるとは想像しにくく、被告人車を避けられない可能性

が高い。そうすると、後退で、しかも一方通行道路を逆走するという状況下で

時速約16kmで進行することは、大きな事故を回避することが困難であると一

般的に認められる速度で進行したというべきである。

　また、被告人車は乗用車としては相応に大きい車で、時速約16kmといえど

も人や自転車と衝突すれば相手を転倒させるなどして大けがをさせたり死亡さ

せたりすることは容易に想定できる。つまり、相手方と衝突すれば大きな事故

を生じさせると一般的に認められる速度に当たる。

　以上からして、被告人車の速度は、重大な交通の危険を生じさせる速度に当

たる。」

Ⅲ　評釈

１　はじめに

　本件は、被告人が自動車を運転し、一方通行道路を後退により逆走していた

ところ、信号機による交通整理が行われていない交差点にて、横断歩道を横断

していた駆動補助機付自転車を運転していた被害者と衝突し、それによって被

害者に傷害を負わせ、その後、被害者はその傷害により死亡したという事案で

ある。

　本判決は、通行禁止道路進行類型の危険運転致死罪（自動車の運転により人

を死傷させる行為等の処罰に関する法律（以下「自動車運転処罰法」または「法」

という。） ２ 条 ８ 号2）の成立を認めたところ、その過程において、後退が「進行」

2 従前から危険運転致死傷罪は刑法典上に規定されていた（刑法旧208条の ２ ）が、法
制審議会刑事法（自動車運転に係る死傷事犯関係）部会（平成24年10月 ２ 日～平成25年
２ 月13日）を経て、「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律（平
成25年11月27日法律第86号）」（自動車運転処罰法）が立法された。その後、改正を経て、
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に該当するか否か（争点〔 １ 〕）、被告人車の速度が「重大な交通の危険を生じ

させる速度」（以下「速度要件」という。）に該当するか否か（争点〔 ２ 〕）、被

告人に危険運転の故意があったか否か（争点〔 ３ 〕）という ３ つの争点につい

て判断が示された。本件は、後退が「進行」に含まれるとしたこと、また、被

告人車の速度は時速約16kmであり、「重大な交通の危険を生じさせる速度」と

いう要件が通常認められるとされる時速20～30kmを下回るにもかかわらず、

速度要件を肯定したことに、従来の判例・裁判例に見られない特徴がある。そ

のため、本稿は、争点〔 １ 〕と争点〔 ２ 〕について検討を加える。

　まず、争点〔 １ 〕と争点〔 ２ 〕を検討する前提として、危険運転致死傷罪の

罪質を検討する。そこでは、同罪の各類型に共通する罪質を確認した上で、通

行禁止道路進行類型に固有の罪質について分析する。

　次に、争点〔 １ 〕については、「進行」該当性は通行禁止道路進行類型の処

罰根拠のみから判断するのではなく、関係法令の用語法などにも着目する必要

があることを示した上で、後退が「進行」に含まれるか否かを検討する。

　また、争点〔 ２ 〕については、速度要件の趣旨・意義を明らかにし、時速約

20kmという比較的低速度で速度要件を認めた判例・裁判例を分析する。その

上で、本判決と判例・裁判例を比較し、本件では逆走が後退により行われた点

を中心に、速度要件に関する本判決の判断の特徴を分析する。

　最後に、本判決の意義と射程を示す。

　なお、争点〔 ３ 〕に関しては、本判決においては、あくまでも評価を基礎づ

ける各事実を認定できるかという事実認定上の問題に留まると思われるため、

省略する。

２ 　危険運転致死傷罪の罪質

（ １）危険運転致死傷罪に共通する罪質

　危険運転致死傷罪は、故意の危険な運転行為を構成要件的行為として人を死

傷させる罪であるから、暴行の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪に類

現在は危険運転致死傷罪として ８ つの類型が規定されている（法 ２ 条各号）。
　本判決で問題となった通行禁止道路進行類型（法 ２ 条 ８ 号）は自動車運転処罰法の立
法にあたって追加された類型である。



刑事判例研究

北法75（3,4・452）758

似するとされ3、本罪の法定刑は両罪に匹敵する4。そのため、本罪の実行行為は

暴行行為に準じる危険性を有しなければならず、実質的な判断を要することか

ら、本罪には「重大な交通の危険を生じさせる速度」などの評価的・規範的な

要件が含まれるとされる5-6。

（ ２）通行禁止道路進行類型の罪質

　通行禁止道路進行類型の処罰根拠は、「『こちらからは自動車は来ないはずだ』

という交通関与者の信頼がある状況において、その信頼が裏切られて自動車が

接近した場合、危険を回避するための適切な対応が期待できないため、生命・

身体に対する危険性が高いという点に求められる。」とされる7。そして、この

ような危険性の高さが本類型を暴行行為に準じる危険性を有するものとして取

り扱う根拠となるのである。また、交通関与者が想定していない方向から自動

車が来ることが本類型の危険性を基礎づけるという点において、本類型は赤信

3 井上宏ほか「刑法の一部を改正する法律の解説」曹時54巻 ４ 号（2002）43頁注（13）、
55頁。
4 井上ほか・前掲注（ ３ ）57頁注（24）は、「規範意識の乏しさゆえに一般人であれば当
然有すべき衝突の危険ないしこれによる死傷の発生の可能性の認識を有しない者は、
これらの認識を有する者と同程度の非難に値する」として、危険運転致死傷罪では、「暴
行による傷害・傷害致死に準じた重い法定刑」が設けられていると指摘する。
5 橋爪隆「危険運転致死傷罪をめぐる諸問題」ひろば ７ 巻10号（2014）21-22頁。
6 橋爪隆「危険運転致死傷罪の解釈について」曹時69巻 ３ 号（2017）３ 頁は、本罪の危
険運転行為は「生命・身体に対する類型的危険性の高い行為に限定される必要がある」
と指摘する。
7 橋爪・前掲注（ ５ ）27頁。
　通行禁止道路進行類型の危険性は、まず、橋爪隆幹事（法制審議会刑事法（自動車運
転に係る死傷事犯関係）部会「第 ２ 回会議議事録」28頁〔橋爪隆幹事〕（平成24年11月30日）

（https://www.moj.go.jp/content/000106322.pdf））によって指摘された。そして、その
危険性の根拠は、島田聡一郎幹事によって、「その一方通行の逆走というのが、なぜ特
に危険かと申しますと、恐らくほかの交通関与者がそんな方向から走ってこない、あ
るいはそんなところに車がいないはずだと信頼して、それ故に、そういう対応が十分
にできないからではないでしょうか。」（同28頁〔島田聡一郎幹事〕）として的確に表現
された。
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号殊更無視類型（法 ２ 条 ７ 号）と共通する8。すなわち、本類型は、交通関与者

が想定していない方向から自動車が衝突することによって、その交通関与者は

防御・回避のための措置をとることができないという、本来的に自動車の運転

が有する危険性がより高まる機序が赤信号殊更無視類型と共通するといえる。

　もっとも、本類型については、「こちらから自動車は来ない」という信頼が

保証されていない場合もありえるため、赤信号殊更無視類型とは質的に異なる

とも指摘される9が、この点については、後述する。

３ 　後退の「進行」該当性

　本件では、被告人車は一方通行道路を後退により逆走していたところ、後退

が「進行」に当たるかという点について、本判決は通行禁止道路進行類型の処

罰根拠が後退にも妥当することを重視し、道路交通法（以下「道交法」という。）

における用語法や日常用語としての「進行」の意義は弁護人の主張に応える形

で考慮した上で、後退は「進行」にあたると判断した。

　すなわち、本判決は、まず、本類型の処罰根拠を「通行禁止道路においては、

他の車両や歩行者などは、『こちらからは自動車が来ないはずである。』という

前提でその道路付近を通行することがありうるため、禁止に違反して予期せぬ

方向から自動車が接近してきた場合、これを回避するための措置をとることが

困難となり、生命・身体に対する危険性が高まるから、このような運転行為を

厳しく処罰する必要があるという点にある」と解しており、これは本類型の処

罰根拠に関する従来の理解と一致している。そして、このような処罰根拠は、

8 今井猛嘉「自動車運転死傷事故等処罰法の新設──危険運転致死傷罪等の改正──」
刑ジャ 41号（2014）７ 頁、古川伸彦「自動車運転死傷行為処罰法について─新設犯罪類
型の批判的検討─」名法264号（2015）12頁。本類型の危険性・悪質性の実質は「こちら
から自動車は来ない」という信頼を破る点にあると指摘する同15頁も参照。
　本類型と赤信号殊更無視類型との類似性は、本類型を危険運転致死傷罪に追加する
立法時の議論において、すでに指摘されていた。たとえば、法制審議会刑事法（自動
車運転に係る死傷事犯関係）部会「第 ３ 回会議議事録」18頁〔橋爪隆幹事〕（平成24年12
月 ４ 日）（https://www.moj.go.jp/content/000106324.pdf）、同18頁〔今井猛嘉委員〕。
9 法制審議会刑事法（自動車運転に係る死傷事犯関係）部会「第 ４ 回会議議事録」３ - ４
頁〔山下幸夫委員〕（平成24年12月18日）（https://www.moj.go.jp/content/000106822.
pdf）。
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自動車の前進の場合だけではなく後退の場合にもあてはまるとして、後退が「進

行」から除外されることに合理性はないとされた。このような本判決の論理は、

本類型の行為態様としては、通行が禁止されている道路を自動車で通行するこ

とそれ自体が重要であり、通行が前進か後退かは問われないという理解である

といえよう10。

　もっとも、危険運転致死傷罪は特に危険な運転行為を限定的に列挙して処罰

するものであること11、また、法 ２ 条各号では、「走行」や「運転」という「進行」

に類似した語が用いられていること12から、後退の場合にも本類型の処罰根拠

が妥当することだけではなく、関係法令での用語法や文言の意義、立法趣旨を

考慮し、「進行」に「後退」が含まれると解することが許容されるか検討する

必要性が特に高いと思われる。

　このように慎重に検討することに対しては、本類型の処罰根拠が同様に妥当

するのであれば、ただちに後退が「進行」に含まれると解してもよいのではな

いかとも思われるかもしれない。しかし、危険運転致死傷罪の解釈では、一般

の感覚として「同じように危ない運転だろう」というべきものについて、同罪

を広く解釈するのではなく、新たな類型を追加することによって捕捉してきた

ことを踏まえれば、後退が「進行」に該当するように思われても、なお慎重に

検討する必要があると思われる。また、「こちらからは自動車は来ない」と交

通関与者が信頼している場合はいくつも存在するとも指摘される13ところ、通

行禁止道路進行類型はそのような場合の中から特に抜き出して危険運転致死傷

罪として重い刑罰をもって処罰するものであるため、処罰根拠の妥当という実

10 本類型は、交通関与者が想定していない方向から自動車が衝突することによって、
その交通関与者は防御・回避のための措置をとることができない場合のうち、通行禁
止道路を進む行為態様を危険運転致死傷罪の一類型として規定したものであるから、
本類型では、進む前後の方向を問わないと解するのが素直ではある。
11 井田良「危険運転致死傷罪の立法論的・解釈論的検討」法時75巻 ２ 号（2003）34頁は、
仮に一部の危険運転行為が危険運転致死傷罪では補足できないとしても、それは「限
定的な類型化の持つリスク」であるとする。
12 法 ２ 条 ６ 号でも「進行」という語が用いられているが、それは行為者以外の自動車に
よる「徐行」の定義中で用いられているにすぎず、行為者の危険運転行為を表現するも
のとしては用いられていないことに留意する必要がある。
13 古川・前掲注（ ８ ）16頁。
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質面以外に形式面を重視する必要があると思われる。このように危険運転の行

為態様を厳格に解釈することは、法が「こちらからは自動車が来ないはずであ

る。」という交通関与者の信頼がある場合の危険運転行為を包括的に規定する

のではなく、赤信号殊更無視類型や本類型として具体的な運転態様ごとに規定

していることとも整合するであろう。

　そこで、まず、法施行令 ２ 条 ２ 号は道交法から通行禁止道路を規定している

ため、関係法令として道交法の用語法をみると、道交法上には、「進行」と「後

退」を同じ条文の中で使用しているものとして、53条 １ 項がある。すなわち、

同項は、「車両（……）の運転者は、左折し、右折し、転回し、徐行し、停止し、

後退し、又は同一方向に進行しながら進路を変えるときは、手、方向指示器又

は灯火により合図をし、かつ、これらの行為が終わるまで当該合図を継続しな

ければならない。」と規定する。このように同項は「進行」と「後退」を使い

分けてはいる。しかし、「進行」には「同一方向に」という限定がかかってい

ることからすると、「進行」という用語それ自体には「特定の方向」という意

味は含まれておらず、単に「方向にかかわらず進むこと」を意味していると読

める。このように読むと、同項の「進行」は「後退」を含む文言ということに

なる。

　また、「進行」という用語の国語的な意味については、判決文が指摘すると

おり、「進行」は日常的に「方向を問わず『進んで行くこと』」という意味でも

使われる14。

　さらに、通行禁止道路進行類型が新設された際の法制審刑事法部会の議論で

も特に「進行」から「後退」を除く趣旨の議論はなされていない。

　以上からすると、「進行」に「後退」が含まれると解することも許容される

といえる。そのため、後退が「進行」に含まれるとした、本判決の結論は妥当

である。

14 「進行」が「前方に進むこと」を意味するものとされることがある（たとえば、松村明
監修・小学館大辞泉編集部［2012］『大辞泉上巻あ─す〔第 ２ 版〕』（小学館、2012）868頁、
松村明＝三省堂編集所編『大辞林〔第 ４ 版〕』（三省堂、2019）1395-1396頁）一方、「進行」
が「前方に進むこと」に限定されない場合もある（たとえば、日本国語大辞典第二版編
集委員会＝小学館国語辞典編集部『日本国語大辞典第 ７ 巻〔第 ２ 版〕』（小学館、2001）
584頁、西尾実ほか編『岩波国語辞典〔第 ７ 版新版〕』（岩波書店、2011）737頁、新村出
編「広辞苑〔第 ７ 版〕」（岩波書店、2018）1504頁）。



刑事判例研究

北法75（3,4・456）762

４ 　「重大な交通の危険を生じさせる速度」該当性

（ １）「重大な交通の危険を生じさせる速度」の趣旨・意義

　「重大な交通の危険を生じさせる速度」という要件は通行妨害目的類型（法

２ 条 ４ 号）、赤信号殊更無視類型（同条 ７ 号）、通行禁止道路進行類型（同条 ８

号）に規定されているところ、いずれの類型についても同様のものとして理解

されている15-16。このような速度要件の趣旨は、重大な死傷の結果を発生させる

15 法制審議会刑事法（自動車運転に係る死傷事犯関係）部会「第 ５ 回会議議事録」９ 頁〔保
坂和人幹事〕（平成25年 １ 月16日）（https://www.moj.go.jp/content/000108872.pdf）。
　また、通行妨害目的類型と赤信号殊更無視類型を同様に理解することについて、井
上ほか・前掲注（ ３ ）74頁など。赤信号殊更無視類型と通行禁止道路進行類型を同様に
理解することについて、保坂和人「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰
に関する法律について」警論67巻 ３ 号（2014）49頁、髙井良浩「自動車運転死傷処罰法
の制定」時法1958号（2014）23頁など。
　なお、法制審議会刑事法（自動車運転による死傷事犯関係）部会「第 ３ 回会議議事録」

（以下「平成13年議事録」という。）（平成13年 ７ 月25日）（https://www.moj.go.jp/
shingi1/shingi_010725-1.html から入手）によると、「個々の事案ごとに速度要件の意義、
内容が異なるかのような印象を与えかねないのを避ける趣旨」の下、同第 １ 回会議（平
成13年 ６ 月28日）で示された要綱（骨子）「 ２ 　赤色信号に従わず、又は走行中の自動
車等の直前への進入その他の人若しくは自動車等に著しく接近してその通行を妨害す
る方法で、かつ、これらの方法によるときは重大な交通の危険を生じさせる速度で自
動車を運転し、よって人を死傷させた者も、 １ と同様とすること。」は「 ２ 　人又は自
動車等の通行を妨害する目的で、走行中の自動車等の直前へ進入し、その他人又は自
動車等に著しく接近し、かつ、重大な交通の危険を生じさせる速度で自動車を運転し、
よって人を死傷させた者も、 １ と同様とすること。赤色信号を殊更に無視し、かつ、
重大な交通の危険を生じさせる速度で自動車を運転し、よって人を死傷させた者も、
同様とすること。」と修正され、「これらの方法によるときは」という文言が削除された

（なお、同部会議事録では、発言者が明らかとされていない。）。
16 自動車運転処罰法の立法にあたり、法制審議会刑事法（自動車運転に係る死傷事犯
関係）部会（平成24年10月 ２ 日～平成25年 ２ 月13日）では、赤信号殊更無視類型につい
て何らかの変更を加える旨の議論はなされていないため、刑法旧208条の ２ に関する議
論も現行法上の赤信号殊更無視類型の解釈においても参照できる。自動車運転処罰法
は刑法に規定されていた危険運転致死傷罪（旧208条の ２ ）を移したものであるとして
同罪の文言等は従前のとおりであることを指摘する髙井・前掲注（15）22頁も参照。本
庄武「判批」山口厚＝佐伯仁志編『刑法判例百選〔第 ７ 版〕』（2014）17頁も危険運転致死
傷罪の成立要件と法定刑が自動車運転処罰法の立法にあたって変更されていないこと
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危険性が類型的に高くない場合を除外することにある17。低速度にあるために

重大な死傷の結果を発生させる危険性が高くない場合としては、そもそも衝突

してもその衝撃が小さい場合18-19、被告人車が被害者を認識した上で衝突を回

避できる場合、被害者が被告人車を認識した上で衝突を回避できる場合がある

と思われる。赤信号殊更無視類型や通行禁止道路進行類型は、「こちらから自

動車は来ない」と思っている被害者に衝突する不意打ち的な類型であり、被害

者による回避は困難であるから、前二者、特に被告人車が被害者を認識した上

で衝突を回避できるかが速度要件の判断において重要であると思われる。その

ため、速度要件は、重大な事故となるような衝突を避けることが可能な低速度

であるために、その行為自体が重大な事故を生じさせる高い危険性を有さない

ものを除外する要件と位置づけることができよう20。

　そして、「重大な交通の危険を生じさせる速度」とは、立案関係者によると、

「自車が相手方と衝突すれば大きな事故を生じさせると一般的に認められる速

度、あるいは、相手方の動作に即応するなどしてそのような大きな事故になる

ことを回避することが困難であると一般的に認められる速度」21であるとされ

る。このような速度要件は評価的な内容を含む要件であり、「重大な交通の危

険を生じさせる速度」という評価を根拠づける事実とそのような評価を妨げる

から、同罪の解釈に変更はないと指摘する。
17 井上ほか・前掲注（ ３ ）72頁、74頁。
18 速度要件は「相手方と衝突しても重大な事故を生じさせるとは一般的に認められな
いような低速度で運転していたような場合には、重大な死傷事故を発生させる高度の
危険性がある運転行為とはいえないので、このような場合を除くため」に設けられた
要件であるとする井上ほか・前掲注（ ３ ）65-66頁も参照。
19 もっとも、自動車それ自体が重い金属の塊であるため、低速度であるからといって
衝突の衝撃が小さい場合は限られるであろう。
20 危険運転致死傷罪が刑法典上に新設された際の法制審議会刑事法部会での発言とし
て、運転者において「交差道路等を通行する車や自動車などを発見したときに、重大
な事故となるような衝突を避けることが可能な速度まで減速して進行する場合には、
その行為自体において重大な事故を生じさせる危険性の高いものであるとは認められ
ない」という発言や「重大な交通の危険を生じさせる速度でなかったというような速度」
であれば運転者にとっても被害者にとっても「回避が困難となるような速度」であると
いう発言（以上につき、平成13年議事録）がある。
21 井上ほか・前掲注（ ３ ）72頁。
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事実を考慮して認定されることとなる。もっとも、その認定にあたっては、通

常、時速20～30kmあれば速度要件は認められるとされており22-23、時速20km

程度の速度で速度要件が認められることは、後掲最決平成18年 ３ 月14日刑集60

巻 ３ 号363頁によって確定しているといってよいであろうとも指摘される24。

　このように速度要件は、通常、時速約20kmがあれば認められ、また、処罰

範囲の限定には小さな役割しか果たさないことが指摘されている25が、本件の

ように時速約20kmを下回る事実関係の下では、なお否定される余地があるた

め、その限界を画定する必要性は小さくない。さらに、速度要件には具体的な

数値ではなく抽象的な表現が用いられているのであるから、加害車両の速度、

被害車両の速度、走行状況、周囲の道路状況などによっては、時速20km未満

でも速度要件を満たしうるとも指摘される26ところ、本判決は、そのような時

22 井上ほか・前掲注（ ３ ）74頁。赤信号殊更無視類型について、橋爪・前掲注（ ５ ）23
頁は、「車両通行車や歩行者は、他の車両も信号を遵守することを信頼して道路を通行
しているため、赤信号を無視した運転がある場合、それに対応した回避措置を講ずる
ことがきわめて困難である。このような意味において、赤信号無視運転には生命、身
体に対する高度の危険性が認められることは明らかであろう。」として、通常の速度で
も基本的に「重大な交通の危険を生じさせる速度」は認められると指摘する。
23 もっとも、徐行は原則として「重大な交通の危険を生じさせる速度」にあたらない（橋
爪・前掲注（ ５ ）28頁）。「極めて低速の最徐行で進行した場合」は、通行禁止道路進行
類型における「重大な交通の危険を生じさせる速度」にあたらないとする法制審議会刑
事法（自動車運転に係る死傷事犯関係）部会「第6回会議議事録」６ 頁〔保坂和人幹事〕（平
成25年 １ 月25日）（https://www.moj.go.jp/content/000108822.pdf）も同旨。
24 城祐一郎「殊更赤無視による危険運転致死傷罪の適用における諸問題」警論72巻 ２ 号

（2019）67頁。
25 曽根威彦「交通犯罪に関する刑法改正の問題点」ジュリ1216号（2002）51頁、佐伯仁
志「交通犯罪に関する刑法改正」法教258号（2002）73頁、川端博ほか「緊急特別座談会
　危険運転致死傷罪を新設する刑法の一部改正をめぐって」現刑36号（2002）88頁〔西
田典之発言〕。速度が遅い場合には、それを補う危険状況が必要だと考えれば、速度要
件は意義を保つことができると指摘する葛原力三「判批」重判平成18年度（ジュリ臨増
1332号）（2007）166頁も参照。
26 城祐一郎「危険運転致死傷罪における現実的かつ喫緊の課題（上）」警論76巻 ５ 号

（2023）77-78頁。城・前掲注（24）68頁は、速度要件の考慮要素として、道路状況に加え、
通行する車両・歩行者の数・頻度、運転車両の形状・大小を挙げる。
　同・「危険運転致死傷罪における現実的かつ喫緊の課題（上）」78頁は、時速15km の
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速20km未満の場合に速度要件が認められうることを示した裁判例と位置づけ

ることができる。

　そこで、次に、速度要件が通常認められるとされる時速20km程度の速度に

ついて速度要件が問題となった判例・裁判例を検討する。

（ ２ �）被告人車が時速20km程度の速度である場合に速度要件が問題となった

判例・裁判例

ア　最決平成18年 ３ 月14日刑集60巻 ３ 号363頁

　まず、被告人車が時速約20kmの速度であった場合に速度要件を肯定した重

要な判例として、最決平成18年 ３ 月14日刑集60巻 ３ 号363頁がある。これは、

被告人車が交差点手前で前の自動車を追い越して右折するために赤信号を殊更

に無視して対向車線に進出して時速約20kmで交差点に進入しようとしたとこ

ろ、交差点の右側の道路から左折のため対向進行してきた被害車両に衝突し、

被害車両の運転手と同乗者に傷害を負わせたという赤信号殊更無視類型の事案

について、特に理由を示していないものの、速度要件を肯定したものである。

　最決平成18年が速度要件を肯定したことをめぐっては、特段の事情がない限

り時速20kmは速度要件を満たすと指摘される（主張①）27一方、そのように解

大型のダンプカーを運転して通行禁止道路に進入して通行者を死亡させたという事例
について、「速度としては、時速20km 以下であるが、そのような行為は、歩行者天国
という車両の通行がおよそ想定されておらず、しかも大型のダンプカーが走行するな
どという異常な状況下においては、時速15km で走行したとしても危険極まりないこ
とは明らかであると思われる。」として速度要件は満たされると論じる。城祐一郎「自
動車運転致死傷行為等処罰法に関する実務上の諸問題」刑ジャ 52号（2017）19頁、城・
前掲注（24）67-68頁も同旨。
27 前田巌「判解」最判解刑事篇平成18年度（2009）212頁。なお、大山邦士「判批」研修
697号（2006）22-23頁は、実際の事案において、速度要件を満たすか否かは具体的な事
情によって異なると指摘する。
　また、原田保「判批」刑ジャ ７ 号（2007）62頁は、「本判例が具体的事情に基づく判
断を示していないことは、危険を否定するべき例外的状況ではないとの判断の故であ
ると理解することもできる。」と指摘する（金光旭「判批」西田典之ほか編『刑法判例百
選〔第 ６ 版〕』（2008）14頁、橋爪・前掲注（ ５ ）24頁も同旨。）。そして、原田・同63頁は、
この程度で「重大な交通の危険を生じさせる速度」が認められるならば、同要件は危険
運転致死傷罪の成立範囲を限定する機能を持たないと指摘する。
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すると、「危険が軽微でなければよいこととなり、『重大な』危険という語義に

沿わない」28と批判がなされ、本決定では、被告人が対向車線の走行していた

こと、視認性の悪い深夜であったことが考慮されたとみるべきとも主張される

（主張②）29。主張①も特段の事情の有無という限度で具体的な状況を考慮す

る30ことを踏まえると、最決平成18年をめぐるこの議論の対立点は、赤信号殊

更無視類型において、時速20kmという事実だけで「重大な交通の危険を生じ

させる速度」という評価を根拠づけるに足りるか否かという点にあるといえる。

すなわち、主張①からは、時速20kmという速度だけで「重大な交通の危険を

生じさせる速度」と評価するに足り、その他の事実はその評価を妨げる事実と

して整理されることとなる。一方、主張②からは、時速20kmという速度だけ

で「重大な交通の危険を生じさせる速度」と評価するに足りず、そのような評

価は速度以外の事実と相まって根拠づけられ、その上で評価を妨げる事実を検

討することとなろう。

　最決平成18年が特に理由を示さずに速度要件を肯定していることからする

と、時速約20kmという速度それ自体が速度要件を認めるために重要であると

はいえる。もっとも、速度それ自体のみでは、「重大な交通の危険を生じさせる」

か否かが判断できず、ある速度が「重大な交通の危険を生じさせる」か否かは、

あくまでも交通量や視認性、被告人車の整備状況などの具体的な状況の下で評

価する必要があると思われる。なぜなら、時速20kmで進行するとしても、周

囲に視界を遮る障害物がなく、周囲に歩行者や自動車などがまったく通行して

28 高山俊吉＝本庄武編『検証・自動車運転死傷行為等処罰法』（日本評論社、2020）199
頁〔本庄武〕。原田・前掲注（27）63頁も同旨と思われる。
29 本庄・前掲注（16）17頁。豊田兼彦「判批」法セミ621号（2006）110頁は、「『重大な交
通の危険』には、交通それ自体の危険だけではなく、人の生命・身体に対する具体的
危険も含まれると解すべきであるから、判断に際しては、そのような具体的危険を生
じさせる速度であったか否かを実質的かつ慎重に検討する姿勢が求められよう」と指
摘する。ほかに、速度が時速20km であったこと以外の事情も考慮すべきと指摘する
ものとして、葛原・前掲注（25）166頁。
　南由介「判批」桃山法学 ９ 号（2007）56頁は、「交差道路を法定速度に従って進行する
車両の存在等、赤色信号殊更無視類型の危険性を考慮した場合、本決定の判断は妥当
であったといえよう。」と指摘する。
30 前田・前掲注（27）218頁注（14）を参照。
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いない場合、時速20kmという速度がただちに「重大な交通の危険を生じさせる」

と評価できるかには疑問があり、具体的な交通状況などの下でのみ速度が意味

を持つと考えられるからである。このように考えると、最決平成18年について

は、事故の発生時刻や事故現場で通常想定される視認性などの事情の下での時

速20kmという速度だけで「重大な交通の危険を生じさせる速度」と評価する

に足り、一方、そのような通常想定される事情を否定するような具体的な事情

──これは「重大な交通の危険を生じさせる速度」という評価を妨げる事情と

整理されよう──はないために速度要件が認められたと理解することができ

る31。

　これに対し、原審である札幌高判平成17年 ９ 月 ８ 日刑集60巻 ３ 号377頁は、「被

告人が供述するような速度でそのように進行した場合、信号表示に従って対向

車線を進行する対向車と衝突する危険及びそれにより人を負傷させる危険は極

めて高いというべきであるから、このような場所及び状況の下での被告人車両

の時速約20キロメートルの速度が刑法208条の ２ 第 ２ 項後段〔引用者注：赤信

号殊更無視類型の危険運転致死傷罪（法 ２ 条 ７ 号）〕にいう『重大な交通の危

険を生じさせる速度』であることは明らかである」と判示した。これは、対向

車と衝突する危険・それにより人を負傷させる危険が極めて高いことから、速

度要件を認定したものといえ32、対向車との相対速度を考慮したとも理解しう

る33。このように理解するならば、原審は、時速20kmという速度だけで「重大

な交通の危険を生じさせる速度」と評価するに足りない、または時速20kmと

いう速度だけでも「重大な交通の危険を生じさせる速度」という評価を基礎づ

31 このような理解は、主張①を敷衍したものと位置づけることができよう。「信号によ
る交通整理を必要とする交通量が一応前提とされ、かつ、青色信号に従って通行する
車両、歩行者との関係で」速度要件を判断するから類型的判断になじむと指摘する前田・
前掲注（27）211-212頁も参照。
32 山田利行「危険運転致死傷罪（赤色信号の殊更無視類型）に係る諸論点」井田良ほか
編『川端博先生古稀記念論文集』（成文堂、2014）493頁は、原審が「類型的・一般的な
判断方法を採っている」と指摘する。
33 葛原・前掲注（25）166頁は、最決平成18年の事実関係について、「対向車線を走行す
る場合、たとえ時速20km しか出ていなくても、相手方は正面から逆方向に走行して
来るのであるから、対向車と接触、衝突した場合の衝撃は大きく、かつ左側に停止車
両があるという状況では衝突の回避も困難である。」と指摘する。
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けるに十分だがそれに加えて、対向車線の走行という事情も考慮して、速度要

件を認めたといえよう。

イ　東京高判平成16年12月15日東高刑時報55巻 １ ～ 12号113頁34

　次に、東京高判平成16年12月15日東高刑時報55巻 １ ～12号113頁は、「『重大

な交通の危険を生じさせる速度』とは、赤色信号を殊更に無視した車両が、他

車と衝突すれば重大な事故を惹起することになると一般的に認められる速度、

あるいは、重大な事故を回避することが困難であると一般的に認められる速度

を意味するものと解されるところ、具体的な場面においてこれに該当するかど

うかは、他車の走行状態や自車との位置関係等に照らして判断されるべきであ

る。」と判示し、時速約20kmで進行していた被告人車について、速度要件を肯

定した。まず着目されることは、東京高判平成16年が速度要件について、前述

の「自車が相手方と衝突すれば大きな事故を生じさせると一般的に認められる

速度、あるいは、相手方の動作に即応するなどしてそのような大きな事故にな

ることを回避することが困難であると一般的に認められる速度」という立案関

係者による定義35と同様の定義を採ったことである。さらに、東京高判平成16

年は、その具体的な考慮要素として他車の走行状態や自車との位置関係を挙げ

ており、被告人車の速度のみから速度要件を認めたわけではない36。このよう

な考慮要素を挙げる点で、東京高判平成16年は最決平成18年とは異なるところ、

これらを赤信号殊更無視類型における考慮要素とすることには疑問があるとの

指摘がなされている37。この指摘は速度要件の意義は各類型に共通していても、

類型ごとにその考慮要素が異なることを示す点で重要である。通行禁止道路進

34 確定（中村孝「判批」研修686号（2005）106頁）。
35 井上ほか・前掲注（ ３ ）72頁。
36 中村・前掲注（34）106頁も、東京高判平成16年が被告人車が時速約20km である場
合すべてについて速度要件が認められるとしているわけではないことを指摘する。
37 前田・前掲注（27）218頁注（14）は、「交通妨害目的類型ではともかく、赤色信号殊
更無視類型においては、これらの点（特に自車との位置関係など）を必須の考慮要素と
したり、過度に強調するのは、危険速度に当たることを基礎付ける事実の認識が故意
の内容となることとの関係で、やや疑問がある。むしろ、信号が設置された場所の性
質（交差点かどうか、その規模、形状、見通し状況等）や交通量等が考慮要素としてよ
り重要であるように思われる。」と指摘する。
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行類型における考慮要素は、通行妨害目的類型や赤信号殊更無視類型とは異な

りうることを再認識する必要がある。

ウ　東京高判平成18年 ９ 月12日高検速報（平18）号132頁

　東京高判平成18年 ９ 月12日 ９ 月12日高検速報（平18）号132頁も、東京高判

平成16年と同様に、被告人車が時速20kmであったことのみならず、他車の走

行状態や自車との位置関係から、他車を回避する困難さを基礎づけ、衝突の危

険や衝突により人身に危害を及ぼす危険が極めて大きいとして速度要件を認定

した。その認定において、東京高判平成18年は被害車両の制限速度超過が速度

要件の判断を左右しないと判示している。これについては、被害車両の速度そ

れ自体は速度要件の認定にそもそも影響しない、つまり、①「重大な交通の危

険を生じさせる速度」という評価を妨げないという理解、および②被害車両の

速度は「重大な交通の危険を生じさせる速度」という評価を妨げる事実として

考慮されるが、東京高判平成18年ではそれを踏まえても「重大な交通の危険を

生じさせる速度」という評価が根拠づけられるという理解、の ２ 通りがあり得

る。仮に①の理解に立つとすれば、被害車両の速度が速度要件の考慮要素とさ

れない根拠が示される必要があろう。

エ　大阪高判平成20年 ４ 月11日刑集63巻 ６ 号606頁

　大阪高判平成20年 ４ 月11日刑集63巻 ６ 号606頁38は、被告人車が交差点手前

で停車していた先行車を追い越し赤信号を無視し、交差点に時速約20kmで進

入したところ、被害車両が衝突を避けようとして転倒したという事案において、

東京高判平成16年と同様の速度要件の定義を示し、考慮要素も「他の車両の走

行状態やその位置関係等」と表現の違いはあるものの、同様に判断されるべき

であると判示した。もっとも、大阪高判平成20年は、速度要件の判断において、

被害車両の制限速度超過を考慮しており39、東京高判平成18年とは異なる理解

38 なお、大阪高判平成20年の上告審である最決平成21年 ７ 月13日刑集63巻 ６ 号590頁は、
危険運転致死傷罪について判断していない。また、原審（大阪地判平成19年10月15日
刑集63巻 ６ 号598頁）も大阪高判平成20年とほぼ同様の判示をしている。
39 ほかに、大阪高判平成20年は、衝突時に被告人車両が停止していたことも考慮して
いる。
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を示している。

オ　小括

　以上の判例・裁判例40からは、まず、赤信号殊更無視類型について、被告人

車が比較的低速である時速20kmであっても速度要件を認めてきたということ

がいえ、これは通常時速20～30kmあれば速度要件は認められるという前述の

理解と一致しているといえる。さらに、裁判例は、速度要件の定義を「他車と

衝突すれば重大な事故を惹起することになると一般的に認められる速度、ある

いは、重大な事故を回避することが困難であると一般的に認められる速度」で

あるとしており、裁判例上、速度要件の定義については立案関係者とも共通し

た理解があるといえ、さらにその一般的な判断方法・考慮要素についても一応

の共通理解は存在しているようにも思われる。もっとも、他車の走行状態や自

車との位置関係、被害車両の制限速度超過といった具体的な考慮要素について

までは共通理解がないといえよう。そのため、速度要件について、一般論的な

理解はほぼ確立しているものの、判断の実態は、具体的な事実関係によって異

なることは当然としても、なお一致した理解があるとはいえないのではないか

と思われる。

　また、最決平成18年はほぼ時速20kmという速度のみで速度要件を肯定した

ようにも読める一方、下級審は速度以外にも「重大な交通の危険を生じさせる

速度」という評価を根拠づける種々の事実に言及して速度要件を認定している。

もっとも、この違いは実際上、大きな問題ではないと思われる。すなわち、前

述のとおり、最決平成18年は、赤信号殊更無視類型において通常想定される類

型的な特徴が「重大な交通の危険」をある程度担保すると考え、そのような特

徴を速度要件の中に取り込み、速度要件の実体をより緩やかに設定した上で、

赤信号殊更無視類型の類型的な特徴を否定する例外的な事情がなければ、時速

40 以上の判例・裁判例に加え、時速約20km で「重大な交通の危険を生じさせる速度」
が認められた事案として、甲府地判平成15年 １ 月10日（福原道雄「危険運転致死傷罪の
適用状況について」ひろば56巻 ７ 号（2003）19頁による紹介）。そこでは、事故現場となっ
た交差点に時速約20km で進入すれば、その交差点に青信号で進入してくる車両と衝
突することが著しく困難であったことが速度要件を認定する根拠とされている（同22
頁注（17））。
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20kmという事実だけで「重大な交通の危険を生じさせる速度」という評価を

根拠づけることができると考えていると理解することができよう。一方、その

他の下級審は速度要件を他の類型と同様の厳格さ・緩やかさで設定し、その上

で、赤信号殊更無視類型の類型的な特徴を踏まえた認定をしているのではない

かと考えることができる。こうした視点から、下級審は「重大な交通の危険を

生じさせる速度」という評価を根拠づけるために、時速20kmという事実のほ

かその他の事実も同時に考慮して速度要件を認定しているのではないかとも思

われる。そうすると、最決平成18年とその他の下級審とでは、赤信号殊更無視

類型の類型的な特徴を速度要件を認めるためのハードルの設定の中で考慮する

か、または設定されたハードルを前提とした速度要件の具体的な認定の中で考

慮するかという点に違いがあるだけで、速度要件の認定の内実は同じであると

いうことができると思われる41。

（ ３）本判決における速度要件の認定の構造

ア　本判決の判断基準

　以上の検討を踏まえて、本判決の認定の構造をみると、まず、速度要件の判

断基準については、①「大きな事故を回避することが困難であると一般的に認

められる速度」および②「相手方と衝突すれば大きな事故を生じさせると一般

的に認められる速度」を肯定して、速度要件を認めていることから、本判決も

従来の理解と同様に、「自車が相手方と衝突すれば大きな事故を生じさせると

一般的に認められる速度、あるいは、相手方の動作に即応するなどしてそのよ

うな大きな事故になることを回避することが困難であると一般的に認められる

速度」が判断基準であるとも思われる。しかし、本判決は、①と②のいずれか

ではなく、①と②のいずれも肯定している。速度要件の趣旨は重大な死傷の結

果を発生させる危険性が類型的に高くない場合を除外することにあるため、①

と②の両方をいずれも満たす必要はないはずである。そうすると、本判決は、

①と②の両方を速度要件の内容として必要としているのではなく、①と②は「重

大な交通の危険を生じさせる速度」という評価のための観点と理解していると

考えられる。このように本判決は、従来の事例では必ずしも明らかではなかっ

た、①と②の関係を示唆したものと理解できる。

41 もっとも、個々の考慮要素をそれぞれどの程度重視すべきかという問題は残る。
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　そして、このような理解は、かつて危険運転致死傷罪が刑法典に規定された

当時の法制審議会刑事法部会でなされた、「重大な交通の危険」には、衝突す

れば一般的に重大な結果が生じる速度と衝突の危険性を回避するのが困難な速

度の ２ つの「要素」があり、速度要件はそのような「両面」から考えるという

説明とも整合するのではないかと思われる42。

　また、本判決は、被告人車の速度以外の事情からも「重大な交通の危険を生

じさせる速度」という評価を基礎づけ、速度要件を認めている。そのため、最

決平成18年のように、通常想定される事情の下での速度だけで「重大な交通の

危険を生じさせる速度」と評価するに足り、一方、そのような通常想定される

事情を否定するような具体的な事情がないために速度要件が認められたと理解

することはできない。むしろ通常想定される事情の下での速度だけでは「重大

な交通の危険を生じさせる速度」と評価するに足りないからこそ、諸々の事情

を挙げる必要があったと理解できよう。

イ　本件の事実関係の特徴

　このような判断基準を前提に、本判決の具体的な判断を検討すると、本件で

は、被告人車の速度が「時速約12.2kmから約17.7kmまでの間」43と速度要件が

通常認められるとされる時速20～30kmを下回っている。また、被告人車は後

退によって進行しており、速度の持つ意味が前進とは異なって理解する必要が

ある。

　そうすると、従来、被告人車が時速20kmであっても具体的な状況が考慮さ

れてきたところ、それを下回る本件では、被告人車の速度それ自体以外の事情、

特に「後退」に特徴的な事情がなおさら重要であるといえる。

ウ　考慮要素

　そこで、本判決の考慮要素をみると、本判決では、①後退に起因する視界の

42 同部会では、「『重大な交通の危険』という言葉の中には二つの要素があって、一つ
はその速度で衝突するとすれば一般的に重大な結果が生ずるそういう速度であると同
時に、一方で衝突の危険性を回避するのが困難な速度、そういうふうな両面から考え
ると。」という発言があった（平成13年議事録）。
43 本判決では「約16km」とも表現される。
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悪さ、②道路の状況、③一方通行道路の逆走に起因する被告人車を避けられな

い可能性の高さ、④被告人車の大きさが考慮されている。

　このうち、③は通行禁止道路進行類型に共通する特徴であり、最決平成18年

のように理解するのであれば、一見あえて明示する必要はないとも思われる。

しかし、通行禁止道路進行類型については、「こちらから自動車は来ない」と

いう信頼が保証されていない場合もありえるため、赤信号殊更無視類型とは質

的に異なるとも主張される44ことを踏まえると、本件が赤信号殊更無視類型と

同等の危険性があるということを示すため、あえて指摘しておく必要がある45。

そうすると、③は通行禁止道路進行類型として処罰するための必要条件と位置

づけることができる。

　もっとも、③は通行禁止道路進行類型に共通する危険性を示すに過ぎないこ

とには変わりないため、被告人車が低速度である場合に、「重大な交通の危険

を生じさせる速度」という評価を根拠づけるには足りない46。

　そこで、①を見ると、①こそが「重大な交通の危険を生じさせる速度」とい

う評価を根拠づけるにあたって事故回避の観点から最重要であると思われる。

すなわち、ハンドルを切る、急ブレーキをかけるなどの回避措置は、他の通行

者を認識することを前提としており、他の通行者を認識することが事故の回避

のためには必須であるといえる47ところ、後退によって視界自体が狭まれば、

44 法制審議会刑事法（自動車運転に係る死傷事犯関係）部会「第 ４ 回会議議事録」３ - ４
頁〔山下幸夫委員〕（平成24年12月18日）（https://www.moj.go.jp/content/000106822.
pdf）。
45 通行禁止道路進行類型においても、「こちらから自動車は来ない」という信頼が強い
場合は考えられ、両類型の信頼の程度に質的な違いはないとした上で、「通行禁止道路
を通行することの危険性が類型的に低い場合があるならば、そのような事情は『重大
な交通の危険を生じさせる速度』の認定の中で適宜、考慮されるべきであろう」と主張
する橋爪・前掲注（ ５ ）28頁を参照。
　また、「通行すると危険が特別に高い交通状況であるにもかかわらず進行する行為
を、通行禁止道路を『殊更に進行し』と構成要件化」しなかった以上、通行禁止道路進
行類型には、赤信号殊更無視類型よりも本罪の成立範囲を限定する機能があると解す
る必要があることを指摘する古川・前掲注（ ８ ）13-14頁も参照。
46 東條・前掲注（ １ ）110頁は、③は「低速度を補う特殊事情とは言えない」とする。
47 「後方確認の難しさは『相手方の動作に即応する』ことの困難さである」とする東條・
前掲注（ １ ）110頁も参照。
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他の通行者の存在・位置を正確に把握することは困難となるため、①は霧や豪

雨などの単なる視界不良とは一線を画す重要なポイントであったといえる。そ

のため、仮に①がなく、被告人車が本件と同様に時速約16kmで後退ではなく

前進で逆走していた場合に、速度要件が認められるかは疑問がある。

　また、従来の被告人車が比較的低速だった事例との関係では、それらが被害

車両の走行状況などからも「重大な交通の危険を生じさせる速度」という評価

を根拠づけていたのに対し、本判決では、「被害者がどのように動いたか」を

考慮していない。まず、東京高判平成18年についてあり得る １ つの理解の仕方

のように、被害者・被害車両側の事情を速度要件において考慮しないことも考

えられるが、少なくとも通行禁止道路進行類型においては、被害者・被害車両

側の事情を考慮することも許されると思われる。すなわち、通行禁止道路進行

類型は、前述のとおり、不意打ち的な衝突によって本来的に自動車の運転が有

する危険性がより高まるという点では赤信号殊更無視類型と共通するが、本類

型では「こちらから自動車は来ない」という信頼が低い場合があり得ることか

ら、速度要件においては、類型的な危険性を否定する事情だけではなく、その

危険性を補うための事情として、被害者・被害車両側の事情も考慮することが

できよう。もっとも、それは「こちらから自動車は来ない」という信頼の低さ

に由来する危険性を補う事情といえるから、そこで考慮することができる被害

者・被害車両側の事情は「こちらから自動車は来ない」という信頼に関係する

事情に限定されると思われる48。このように被害者・被害車両側の事情を考慮

することも許されるが、本判決がこのような事情に言及していない理由は次の

ように考えられる。すなわち、本件では、被害者・被害車両側の事情として、

被告人車が東方から西方へ進行していたのに対し、被害者は横断歩道上を南方

から北方へ横断していたという事情があるものの、このように被害者が被告人

車の進行方向に対して垂直に進んでいたということは、被告人車が東方から進

行してくることに関する予測・認識のしやすさに影響を与えるわけではない。

そのため、これは「こちらから自動車は来ない」という信頼に関係する事情と

48 たとえば、「こちらから自動車は来ない」という信頼に関係する事情としては、被害
者が被告人車に対して背を向けていたことや被告人車の方向に注意を向けていなかっ
たことが考えられる。これに対し、速度要件を否定する方向に働く事情としては、被
害者が被告人車の方向に進んでいたことなどが考えられる。
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はいえず、本判決では言及されていないと推測することができる。

５ 　本判決の意義

　まず、本判決は、「進行」要件との関係で、法 ２ 条 ８ 号の「進行」に後退が

含まれることを示したことに意義がある。

　また、速度要件との関係では、通常、速度要件が認められるとされる時速

20kmを下回る速度でも、速度要件が認められうることを示した点で重要であ

る。特に、判例・裁判例上、一応の共通理解は存在するものの、その判断の実

態は明らかではない速度要件について、具体的な判断を示した点で価値がある。

速度要件をめぐる従来の議論は被告人車が前進する場合を想定してきたと思わ

れるところ、被告人車が後退する場合には前進の場合にはない事情を考慮する

ことができ、その帰結として、時速20kmを下回る速度についても速度要件が

認められる場合があるといえよう。もっとも、本件は、後退によって相当程度

視界が限定されていたことがポイントであり、時速20kmを下回る速度でも速

度要件が認められる場合は限定されると思われる。後退の場合には、視界の限

定という速度要件を肯定する方向に働く事情のほかにも、被告人の運転に対す

る態度として、被告人が前進の場合よりも注意深く運転していたというような

速度要件を否定する方向に働く事情を考慮することも考えられる。そのため、

後退の場合にどのような事情を考慮することができ、また、それをどのように

評価するかについて、今後の事案の蓄積が注目される。


